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[bookmark: _GoBack]令和２年度第３次補正　社会的重要インフラ自衛的燃料備蓄事業
取得財産等管理明細書
	提出日：
	　　　　年　　月　　日

	
	

	交付承認番号：
	－　　　　　号

	申請者名：
	印

	電話番号：
	

	担当者名：
	


業務方法書第１９条第３項に基づき、下記取得財産について報告を行います。

	財　産　名
	
	
	
	

	対象施設名
	
	
	
	

	施設住所
	
	
	
	

	用途
	
	
	
	

	油種・容量・台数等
	
	
	
	

	取得金額（税抜）
	
	
	
	

	取得年月日
	
	
	
	

	処分制限期間
	
	
	
	

	設置場所
	
	
	
	

	補  助  率
	
	
	
	

	備考（○を付けてください）
	撤去有り・撤去無し
	撤去有り・撤去無し
	撤去有り・撤去無し
	撤去有り・撤去無し

	※必要に応じ、列を増やしてください。
	１．財産名は、「地下タンク設備」「地上タンク設備」とする。
２．実績報告書（様式第１０号）と共に、ご提出ください。
３．「処分制限期間」は、タンクについては鋼鉄製が１５年、合成樹脂性が１０年、発電機は１５年、冷暖房用機器は６年、調理炊飯に関するものは１５年です。
４．やむを得ず処分制限期間内に処分しようとするときは、必ず事前に全国石油商業組合連合会へご連絡ください。






